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In order to master accounting, especially bookkeeping skill, I am looking forward 
suitable guidance and how to give motivation for the student. I begin showing the 
whole frame work of bookkeeping and the back ground situated economic and social 
matter in our country. 
 
 
１．はじめに 
 
簿記・会計教育は、初歩的な導入から一年間でかなり高い水準に達することが一般的で
ある。短大生は、卒業後、直ちに大多数が企業に就職する。なかには職業会計人を目指す
場合もある。 
 
 
２．簿記の有用性 
 
人の形成する集団活動は、必ず多少の財の支出を伴っている。学校の場合は、学級、生
徒会、文化祭、バザーなどには、会計係を決め、収支を明らかにして、一定時期に会計報
告をする。その際に、会計が正しくおこなわれているか否かを判断する会計監査係を決め
たりもする。 
スーパーなどで買物をする場合には、代金と引き換えにレシート（receipt）を受領し、
小遣い帳を常用している人は、証憑（voucher）として貼付しておくであろうし、家庭の
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主婦は家計簿をつけることで、家庭経営の指針とするであろう。これらの記帳は、収入か
ら支出を差し引く方式で、単式簿記（single entry）によっている。 
経済社会の生産や流通を担当する企業（会社や商店）は、その経営上、簿記の技能を必
要とする。経営者は企業の創立の時点から、資産・負債・資本や損益に影響する取引はす
べて日々帳簿に記録、集計し、一定の会計期間で決算を行い、報告書類を作成し、債権者、
株主、税務当局などの利害関係者（stake holder）に提示すると共に、経営上の判断材料
としている。記帳方法は、会計原則や商法など会計上の法規に従って行われている。 
 
 
３．簿記の歴史 
 
取引の記帳は、複式簿記（double entry）の原則で行う。借方（debtor; Dr.）と貸方
（creditor; Cr.）とよぶ欄が左側と右側に設けられており、取引を該当する勘定科目と金
額で記入し、貸借平均（principle of equilibrium）する特色がある。 
この原則は、中世イタリアでカトリックの僧籍にあったルカ・パチョリ（Luca Pacioli; 
1445-1515）によって考案された。彼のズンマ（Summa; 1494）とよばれる著作は数学
の範疇に属する研究であった。これは、イタリアからヨーロッパ大陸の各地に伝播したの
で、大陸式とよばれている。 
明治維新期には、福沢諭吉がアメリカ合衆国を再び訪れ、経済関係の多数の教科書を収
集し帰国後、Bryant & Stratton’s Common School Book-keeping, New York, 1871を原
本にして、「帳合の法」（1873）を出版した。単式から複式簿記に到る手法をとってい
る。また、同年は、イギリスからのお雇い外人アラン・シャンド（Alexander A Shand; 
1844-1930）が「銀行簿記精法」を紹介し、英米式の経路があった。 
明治時代は、富国強兵、殖産興業が叫ばれ、株式会社制度が定着し、多くの企業の草創
期であった。こうした経済情勢を反映し簿記ブームが起こり、簿記学校が盛況であった。 
学制の発布（1872）後、商業学校（1884）が主要都市に次々に創立し、高等商業学校
（1889）も開校し、大学令（1918）により、大学商学部や商科大学ができ商業教育が盛
んになった。 
昭和初期（1927）には、計理士制度が設けられ職業会計人が増加した。計理士は、
「会計に関する検査、調査、鑑定、証明、計算、整理又は立案を為すこと」（計理士法１
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条）の業務であった。 
第２次大戦後、焦土と化した国内の経済復興期には、財務書類の監査などを業務とする
公認会計士制度（1948）に変わり、企業会計原則（1949）が明示され、「企業会計は、
すべての取引につき、正規の簿記の原則に従って正確な会計帳簿を作成しなければならな
い」などの一般原則、さらに損益計算書原則、貸借対照表原則によって作成される財務諸
表が示された。従来、税務代理士が行っていた業務は、税理士法（1951）の施行で税理
士が、税務代理、税務書類の作成、税務相談を行うことになった。今日では職業会計人は、
公認会計士、税理士を指している。 
 
 
４．簿記の成立条件 
 
簿記が成立するためには、次のような前提が必要である。すべての取引を通貨価値に換
算して表示する（貨幣単位）。さらに資料を比較、検討できる一定の期間を決める（会計
期間）。最後に、どこの企業あるいは団体が記帳対象であるか、経済主体がいる。企業は、
継続して事業を営んでいるので、継続企業（going concern）といわれる（記帳の主体）。
これらを会計公準（accounting postulates）という。 
 
 
５．損益と財産の計算 
 
企業の損益計算は、収益と費用を比較し利益を算出する。（損失のばあいもある）損益
法でみると、借方の費用の勘定は、仕入、営業費で一括できる給料、支払利息、支払家賃、
支払保険料などである。一方、貸方の収益の勘定は、売上、受取手数料などである。作表
にすると、損益計算書（P/L; profit and loss statement） になり、企業の一定会計期間
の経営成績を示す。 
財産計算は、借方の資産と貸方の負債・資本の合計金額は合致し、資産の勘定は、現金、
預金、売掛金、商品、備品などである。負債は、買掛金、借入金などである。作表にする
と、貸借対照表（B/S; balance sheet）となり、企業の一定時点の財政状態を示す。開業
時、毎年一回一定時期、会社の場合は、成立時、毎決算期に作成する（商法３３条）。両
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表は、決算期に、当期純利益（または純損失）で一致する。 
 
 
６．貸しと借りの関係 
 
通常の売買取引では、売り手が商品を、買い手が、その対価を現金（通貨）で渡すこと
で決済し完了する。しかし取引が高額であったり、信用販売の場合などは、支払を直ちに
行わない商慣習がある。代金決済日までは、売り手に債権（負債を取り立てる権利）が・
同時に買い手に債務（負債を返済する義務）が生じる。勘定科目（account; a/c）は、売
掛金、受取手形などの債権（資産）、買い手は、買掛金、支払手形などの債務（負債）で
ある。このほかの、債権、債務としては資金の貸し借りで生じる貸付金と借入金、手形で
資金を融通するときは手形貸付金と手形借入金、取引関係を確実にするために取り交わす
前払金と前受金あるいは支払手付金と受取手付金、取引商品以外の売買では未収金と未払
金などがある。 
企業内では、従業員との間で、仮払金と仮受金、預け金と預り金などがある。 
 
 
７．簿記一巡の手順 
 
取引の帳簿記入は、まず証憑などに基づいて、仕訳帳（journal）に仕訳することから
始まる。これは、あたかも新聞などのジャーナリズムで、取材した記事をどの紙面に載せ
るかの作業と同様である。 
次ぎに、仕訳帳から総勘定元帳（general ledger）へ勘定科目に従って移す。これを転
記（posting）とよぶ。この作業が正しく行われたかの検証を試算表（trial balance）を
作成して行う。試算表は、合計と残高の欄があり、仕訳帳の合計と試算表の合計は一致す
る。 
次ぎの事例に従って、略式の帳簿形式で記帳を行うことにする。 
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埼玉商店の４月の営業日誌 
（単位 千円） 
１日 日高花子ほか７人は、現金￥１０，０００を出資してパソコン機器販売業を営む。 
２日 東西銀行から、現金￥１，０００を借り入れた。 
５日 金庫を購入し、現金￥５０を支払った。 
８日 狭山電子工業株式会社からパソコン１０台（＠￥１４０）を現金で仕入れた。 
８日 上広瀬ＩＴ塾にパソコン７台（＠￥１６０）を販売し、現金で受取った。 
３０日 支払家賃￥３０、支払利息￥ ５、給料￥２０を現金で支払った。 
 
「仕訳帳」 
１日 現金 １０，０００  資本金 １０，０００ 
２日 現金 １，０００  借入金 １，０００ 
５日 備品 ５０  現金 ５０ 
８日 仕入 １，４００  現金 １，４００ 
１２日 現金 １，１２０  売上 １，１２０ 
３０日 支払家賃 ３０  現金 ５５ 
 支払利息 ５    
 給料 ２０    
合計  １３，６２５   １３，６２５ 
 
「総勘定元帳」 
 
  現 金    備 品   借入金   資本金  
(1) 10,000 (5) 50 (5) 50   (2) 1,000  (1) 10,000 
(2) 1,000 (8) 1,400       
(12) 1,120 (30) 55       
 
 仕 入  売 上  支払家賃  支払利息  給 料 
(8)1,400 (12)1,120 (30) 30 (30) 5 (30) 20
 
以上で、仕訳と、仕訳帳から元帳への転記を示した。 
次に、精算表（work sheet）を作成し、決算の準備作業に入る。 
精算表の残高試算表、整理記入（adjustment entry）は、修正記入ともいい、元帳の
修正や補足を行う。本例では商品に関して、在庫調査でパソコン３台（＠￥１４０）を確
認して、仕訳帳に（繰越商品）４２０（仕入）４２０の仕訳をして、元帳転記とともにこ
の欄にそのまま記入する。あとは、勘定科目の所属に従い、損益計算書、貸借対照表に移
行する。 
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精 算 表 
４月３０日 
 残高試算表 整理記入 損益計算書 貸借対照表 
勘 定 科 目 借 方 貸 方 借 方 貸 方 借 方 貸 方 借 方 貸 方 
現 金 10,615      10,615  
備 品 50      50  
繰 越 商 品   420    420  
借 入 金  1,000      1,000 
資 本 金  10,000      10,000 
仕 入 1,400   420 980    
売 上  1,120    1,120   
支 払 家 賃 30    30    
支 払 利 息 5    5    
給 料 20    20    
当期純利益     85   85 
  12,120  12,120     420     420   1,120   1,120  11,085  11,085
 
元帳の締切方法は、大陸式と英米式の二方式がある。大陸式は、損益および残高の二つ
の元帳を設けて、振替仕訳によって帳簿を締切る。「残高勘定に残高なし」となり、すべ
て仕訳帳を経て行う。古くから記帳原則を重んじる保守的な締切方法である。 
英米式は、残高勘定を省略し、資産、負債ならびに資本の各勘定に直接、次期繰越と書
き入れ、繰越試算表を作成して前期繰越の正確性を期して締切る方法である。 
前の事例に従って、英米式で仕訳を示してみる。 
（１） 収益、損益の勘定を次の仕訳によって、損益勘定に振替える。 
        （売 上）１，１２０  （損 益）１，１２０ 
        （損 益）１，０３５  （仕 入）  ９８０ 
                    （支払家賃）  ３０ 
                    （支払利息）   ５ 
                    （給 料）   ２０ 
（２） 損益勘定の差額を資本金勘定に振替える。 
        （損 益）    ８５ （資本金）   ８５ 
（３） 資産、負債および資本の各勘定を次期繰越と直接に記入し、元帳を締切る。併
せて、翌月１日付で、前期繰越を記入する。これらの記入が正確になされてい
るかを、越試算表（post-closing trial balance）を作成する。精算表の B/S 欄
も一致する。 
仕訳帳には次のように繰越合計額を記入する。 
５月１日 前期繰越  （借方）１１，０８５   （貸方）１１，０８５ 
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８．棚卸表による決算整理事項 
 
会計期間は、学校簿記では学習上、便宜的に１か月とするが、企業は４月１日から翌年
３月末日までの１年間としている（９月３０日に中間決算を行う場合もある）。このため、
決算日を基準とした正確な収益と費用の合計を算出するめに以下の作業を行う。先の事例
では、繰越商品のみを示したが、棚卸表（inventory-sheet）に整理事項が記載される。
通常、つぎのような整理事項がある。 
（１）繰越商品 期末商品棚卸高が示される。期首商品を仕入に加算し期末商品を控除し
て売上原価を算出する。 （仕入）（繰越商品）の勘定を用いる。 
（２）売掛金、受取手形 貸倒れ予想分を計上。（貸倒損失）（貸倒引当金）など 
（３）有価証券 帳簿簿価と時価の評価損益。 （有価証券評価損）（有価証券）など 
（４）建物、備品 減価償却（depreciation）は、固定資産の価値減少額を算出し費用化
する。定額法は、取得原価（cost）、残存価額（scrap value）、耐用年数
（number of year）を基とに、Ｄ＝（Ｃ－Ｓ）÷Ｎで算出する。 
仕訳は、二法あり、間接法は、（減価償却費）（減価償却累計額） 
直接法は、（減価償却費）（建物） 
（５）費用・収益の繰り延べと見越し 
ア．前払保険料（未経過保険料ともいう） 保険料前払高（３か月分など）を計上。 
（前払保険料） （支払保険料）の仕訳となる。 
イ．消耗品 未使用高を計上。  （消耗品）   （消耗品費） 
ウ．前受利息 利息前受高（２か月など）を計上。（受取利息）（前受利息） 
エ．未払家賃 家賃未払高（１か月など）を計上。（支払家賃）（未払家賃） 
オ．地代 地代未収高（４か月など）を計上。  （未収地代）（受取地代） 
以上の仕訳をそのまま精算表の整理記入欄に転記する。 
 
 
９．主要簿と補助簿 
 
すでに述べた仕訳帳や総勘定元帳は、主要簿であり、これらを補う補助簿がある。現金
預金には、現金出納帳、当座預金出納帳があり、企業内で会計係と用度係との間で、定額
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資金前渡制度（imprest system）を採用すると小口現金出納帳を設ける。 
債権、債務の勘定には、売掛金元帳・買掛金元帳、受取手形記入帳・支払手形記入帳が
ある。 
商品には、仕入帳・売上帳・商品有高帳がある。商品有高帳は、入庫・出庫・在庫が記
入される。先入先出法（first in first out; FIFO）は、先に仕入れた商品から順に出庫さ
せる。移動平均法（moving average method）は、受入単価が異なるごとに単価を平均
して算出する。どの方法を採用するかを決めた後は継続する。計算方法によって期末棚卸
商品評価額が異なるためである。 
 
 
１０．財務諸表の作成 
 
決算終了後、企業の財政状態と経営成績は、貸借対照表と損益計算書に示され、経営上
の指針として活用される。 
財務諸表は、貸借対照表と損益計算書が中心で計算書類規則（株式会社の貸借対照表、
損益計算書、営業報告書及び附属明細書に関する規則；１９６３年）に従って作成する。 
株式会社の財務監査は内部（監査役）で行うが、生産や流通や金融などの事業を推進す
る大規模企業（証券取引所への上場会社など）は、外部の会計監査人によっても実施され
る。株主総会で承認後、貸借対照表又はその要旨は公告される（商法２８３条）。 
上記の大規模企業は、有価証券報告書を作成し、内閣府（内閣総理大臣）に提出し公表
する（証取法２４条）。こうした情報開示（disclosure）制度によって投資家に判断材料
が供されている。 
バブル崩壊後、ここ十数年、大規模企業を含めて経営破綻する企業が多い。企業経営者
や職業会計人には、事前の危機回避への社会的役割が大いに問われている。 
 
 
１１．おわりに 
 
簿記の学習も全体を見ながら個々の事柄を極めることで理解が得られる。専門用語に英
文を付したのは、英文簿記への導入を期したからである。複式簿記は、企業の世界のもの
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であり、国際性がある。貿易立国のわが国の会計処理も近年、国際会計基準に準拠した財
務諸表の作成が求められている。 
すでに周知の減価償却の会計処理にしても、間接法の相手勘定科目は、減価償却引当金
（allowance for depreciation）であった。これは、評価性引当金の性質を持ち、現金留
保額や当該固定資産の再購入資金が回収されている訳けではないので、科目名称が変更さ
れて減価償却累計額（accumulated depreciation）となった。従って、固定資産に計上さ
れた減価償却費の累計額であり、当該固定資産の控除的評価勘定としての明瞭性が示され
た。 
２００１年には、有価証券の時価評価の新会計基準の適用により有価証券評価益 a/c が
用いられた。また、手形の割引では、割引料 a/c から手形売却損 a/c に変更された。前述
の株式会社の貸借対照表などの公告を情報技術（ＩＴ）時代を反映して、インターネット
の各企業のホームページでも行えるよう商法が改正された。 
時代の動きとともに、簿記にも不易と流行が感じられる。 
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